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第 1章　はじめに

「アラブの春」から 3年が経過したが、当初の「民主化ドミノ」への期

待感は影を潜め、アラブ地域においては未だに内紛や独裁政権による市民

の弾圧が継続している。直近の事例を挙げるだけでも、シリア内戦、リビ
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アの無政府状態の継続、ガザ紛争、そしてシリアとイランの国境を突破し

て展開し、カリフ制の復活を掲げる「イスラーム国 1」など、事態の深刻

さは増す一方であると考えられる。

この様なアラブ地域における政治的な混乱状態を如何にして理解するべ

きなのであろうか。現代中東の政治問題を論じる際には、宗教と政治の関

係が中心的議題の 1つとなる。その最も一般的な議論として、イスラーム

主義と世俗主義の対立、或いは両者のバランスから現代の中東を読み解こ

うとする研究アプローチが存在する。

このような読解において典型例として挙がるのは、現代トルコである。

トルコではトルコ軍による実力を用いた強力なイニシアティブにより、地

域の中では異例とも言える世俗主義に基づく国家建設が進められてきた。

その一方で特に 1980年代以降、親イスラーム的な勢力が経済開放政策や、

複数政党制に基づく民主化過程の進展を通じて勢力を拡大し、2002年か

らは公正発展党（以降 AKPと表記）が政権与党に就任している。現代の

トルコ政治は、まさにイスラーム主義と世俗主義の 2勢力のパワー・バラ

ンスが反映されたものとして捉える事ができると言えよう。

しかし、昨今において両陣営は共に国民からの支持が低下しており、従

来の枠組みに変化が生じつつあると考えられる。イスラーム側では AKP

が経済政策にて高い評価を得る一方で、その宗教政策に対し批判が強まっ

ている 2。例えば、首相から昇格したエルドアン大統領の独裁化傾向に対

する批判に、スルタンというかつてのオスマン・トルコ帝国君主の名称が

用いられている事からも明確に把握する事ができよう 3。

他方でトルコ軍も、今や国民からの無批判な支持を集める事は極めて難

しいと思われる。トルコ軍はかつて世俗主義の「守護者 4」として過去 4

回に渡り民政介入を正当化してきた。しかし 2010年の憲法改正におい
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て、軍関係者の行動に対する遡及的な訴追を禁じた臨時 15条が削除され

た事で、過去の軍の行動に対しても法的な再評価が可能となった 5。その

結果、参謀総長として 1980年クーデターを牽引したケナン・エヴレンに

終身刑が求刑 6されるなど、トルコ軍のイニシアティブの総体的低下が如

実に現れていると考えられるのである。

以上におけるトルコの事例からは、従来のイスラーム主義と世俗主義と

が、それぞれ国民の一部から支持を受けて対立し合うという従来の枠組み

では、現代イスラーム世界 7が抱える問題の構図、或いは宗教と世俗的政

治体制との関係性を正確に把握する事が難しくなりつつあると言う事が示

唆されていると思われる。

この従来の枠組みは、近代西欧における世俗化 (Secularization)などの

概念の延長線上に存在していると考えられる。よって本稿ではイスラーム

を含めた宗教と政治の関係性について論じた各種研究アプローチの特徴及

び問題点を明確にし、そこから現代のイスラーム主義と世俗主義との関係

性をより的確に論じる為の、新たな研究枠組みを提示する事を目的とする。

尚、本稿において、議論の中で使用する概念、組織名、人物名などは基

本的に英語での表記及び略称を用いる事とする。

第 2章　本論における仮説と目的：イスラーム主義と世俗主義の関係性の再考

本稿の仮説として、「イスラーム主義と世俗主義の関係性を考察する上

において、「政教分離プロセス」が有効である。」を提示する。「政教分離

プロセス」が持つ意味などに関しては第 4章にて詳述する。

次に本稿の目的について、第 1章にてトルコの事例を通じて論じた様

に、イスラーム主義と世俗主義の関係性について従来の図式の無効化を受
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け、新しい図式を提起する事を提示する。現状において、両者の関係が内

包している問題の核心とは、イスラーム世界の各国で大衆化が進展した点

にあると考えられる。20世紀の中頃に多くのアラブ諸国が独立を果たす

が、その際に国家運営を担ったのは植民地時代に西欧型の教育を受けたエ

リート層であり、彼らはイスラーム主義に懐疑的であった 8。しかし、教

育の普及や経済の段階的な発展により、従来のエリート層以外の市民から

発せられるプレゼンスが大きくなった事、更にはその過程で宗教が彼らの

社会的紐帯として認識された事が、イスラーム勢力を既存のエリート層に

対するオルタナティブとして躍進させた理由として指摘できる 9。ここ

で、イスラームはもはや社会における自己表象の 1つとなっており、原理

主義の様なイデオロギーを内包していないと思われる。他方で、そのイス

ラームを紐帯とした団結力は、依然として世俗派エリート層から原理主義

的な反体制運動として懸念されて来た 10。この様な両者間の認識の食い違

いが相互の疑念を大きくし、価値観が浮動しやすい社会の中間層に影響を

与えた事で、今日のトルコに代表されるイスラーム派と世俗派の双方にお

ける支持の低下に繋がっていったと考えられるのである。

以上より、この「イスラームが政治において重要な役割を果たしながら

他方でそのイデオロギー性を喪失していく過程」の観点のもと、本稿では

先行研究との比較を通じて、政教分離の枠組みをイスラーム主義と世俗主

義の関係についての新たな図式として捉え、その有効性を証明する事を目

的とする。

ここで幾つか議論を展開していく上で重要と考える言葉について述べる

事とする。まず政教分離を世俗主義から区別して扱う事とする。本稿にお

いて、現代のイスラーム世界が常に直面して来た中心的課題は、宗教（イ

スラーム）を排除するのではなく、どの様に政治及び国民意識の中に定義
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付けるべきか、という点に収斂するとの認識に立脚している。よって世俗

主義の様に宗教を公的な空間から排除するのではなく、宗教と世俗の中間

に立ち、両者の役割を明確に区分するアプローチ方が必要となるのであ

り、それを成し得る概念として政教分離に注目するのである。

次に“プロセス”について、本稿ではある概念を用いて特定の事象を検

証する際に、その概念が想定する決着点を重視し、そこに至るまでの多様

性を包括した道程の意味に用いる事とする。即ち政教分離に対する理解

や、その実践方法には各国において差異が生じているとしても、最終的に

宗教と政治の間における役割のコンセンサスが確定されると言うダイレク

ションに注目し、その全体的な傾向から議論を展開すると言うものである。

更に議論の中で、あるアプローチや概念が「有効である」或いは「有効

性がある」と表現する場合、それらはアプローチや概念が特定の事象や課

題を論じるに際して、一定の解決案を提示する事が可能である、又はその

可能性を内在していると言う意味に用いている。

上記を踏まえた上で、第 3章以降において先行研究とその問題点、それ

に対する政教分離プロセスの有効性、及び現在のイスラーム世界における

適応可能性について詳細に考察していく事とする。

第 3章　先行研究の検証：3つの議論とその特徴について

第 3章において先行研究の検証を実施する。検証に入る前段階として、

本稿における議論の中心を占めるイスラーム主義 (Islamism)と世俗主義

(Secularism)の 2つの概念と、そこから派生する概念に関し、明確な定義

付けをしておく必要があると思われる。

以下において本稿における其々の定義について論じる事とする。
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3.1　本稿における「イスラーム主義」と「世俗主義」の定義

イスラーム主義 (Islamism)には類義語として、イスラーム復興 (Islamic 

revival)、イスラーム原理主義 (Islamic fundamentalism)、親イスラーム

(pro-Islamic)などの言葉がある。しかし、本稿では一括してイスラーム主

義という概念を用いる 11。なぜならば、これらの語は現実世界
4 4 4 4

の政治にお

いてイスラーム的価値観をそれらに内在化させ、同時に社会においてその

価値を実現する為に実際的に
4 4 4 4

行動する事を是とする運動であるという点で

共通していると考えられるからである 12。

そこからイスラーム政党とはシャリーア適応の是非など、細部における

程度に差こそあれ、イスラーム主義に基づく国家建設に賛意を示している

政党とし、イスラーム派とはそれらを支持する集団と定義する事とする。

次に世俗主義 (Secularism)について定義する。Asad, T.は、“Secular”

とは、無神論から区別された、独立した個人に基づく統治を行う志向を形

容する言葉であるとしている 13。また世俗化 (Secularization)と近代化

(Modernization)は、ほぼ同様の意味に用いられる事が多いが、それは欧

米における歴史的変遷が影響しているためであると考えられる 14。特に 

トルコでは近代化と西洋化 (Westernization)は同義語として扱われてい 

る 15。

よって、本稿において世俗主義を、公的空間における統治に特定の宗教

的価値観を導入する、又は尊重する事に反対し、市民自身の代表者による

自律的な政治運営に基づく統治形態を是とする概念であると定義付ける事

が可能になると考えられる 16。次に世俗派とはそれらを支持する勢力と理

解できよう。加えて、世俗化と近代化は本来において区別されるべきであ

るが、世俗化が近代化と一体となって普及した概念であるという経緯か

ら、本稿では近代化の要素も世俗主義の定義の一つに含む事とする。（よ
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って本稿では「世俗化」を「近代化」と置き換えて活用する場合がある。）

3.2　先行研究の検証

それでは、従来においてイスラーム主義と世俗主義の関係はどのように

論じられてきたのであろうか。現代政治における各種イスラームの諸問

題、即ち世俗化、国境、宗派対立、経済発展などの要因は、18世紀以降

における欧米からの近代化の影響を通じ、イスラーム世界にもたらされた

と考えられる。なぜならば、その当該イスラーム世界において長期にわた

り影響力を保持し、最後のイスラーム帝国としてカリフ制を継承してきた

オスマン・トルコ帝国（以降オスマン帝国と表記）は、欧州の一部をその

範図におさめるなど、東洋と西洋の狭間において近代化の潮流をダイレク

トに受けて来た歴史を持っているからである 17。

この事から、近代においてオスマン帝国が直面した課題は、イスラーム

世界として解決すべき課題に極めて類似したものであったと考える事がで

きるであろう。そしてその課題とは、前述の西欧において発展した国民国

家や産業化などの近代化から派生する各種問題を如何に改革し、解消して

いくのかというものであり、まさに現代に至るまで多くのイスラーム世界

にて誕生した“国家”における改革の中心的課題であったと考えられるの

である 18。
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＜オスマン帝国最大範図＞

（出典）設樂・齋藤 (2014)19などを参考に筆者作成

上記に関連する議論は多くの先行研究において踏襲されており、様々な

方面から検証がなされていると同時に、考察の枠組みに関していくつかの

類型が存在していると思われる。そこで、宗教（イスラーム）と近代化の

関係性について先行研究ではどの様な観点から論じられてきたのかに関

し、その特徴を体系的に整理し検証を試みる必要性があると言えよう。

3.3　先行研究の 3分類

従来におけるイスラームを含む宗教と世俗化（近代化）の関係性に関す

る議論について、個々の議論の方向性及び特徴を整理した上で、本稿では

次の「A：イスラーム対西洋の二項対立論（以後、二項対立論とも表記）」、

「B：ナショナリズム論」、「C：アイデンティティ論」の3つに分類し、其々

について検証を実施する。尚、これらは本稿の議論に則して筆者が独自に

分類、呼称したものであり、これ以外の分類が存在する事を否定するもの

ではない。
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A：イスラーム対西洋の二項対立論

「イスラームと西洋の二項対立論」の論者は、イスラームの特殊性或いは

後進性に注目し、それらと近代欧米の世俗主義の概念を比較する形態をと

る事が多いと考えられる。最も一般的な議論として、世俗的で民主主義的

な国家の建設に成功した西洋と、それが未達成の非西洋とに区分し、前者

を戦争に解決策を求めない平和的な世界と定め、後者の未だに不安定でパ

ワーポリティックスが支配する世界と対比する説が存在する。この議論に

おいてイスラーム世界など第三世界が後者に含まれる事は言うまでも無い

であろう 20。そこからさらに明確に「西洋世界＝先進」、「イスラーム世界

＝後進」と言う構図を提示し、イスラーム世界が「没落」した理由について、

近代化の受容という歴史的観点から、自己批判なき他者への責任転嫁によ

る受け身の体制が、彼らの後進性を招いたとする議論がなされている 21。

反対に、東洋人（オリエンタル）の「非合理性」、「下劣性」などのイン

テリビリティー、或いは東洋の後進性の認識に関し、それらは西洋（ウエ

スタン）列強国による植民地支配の確立の為に、民族学や比較解剖学、更

には文学を通して複合的に表象され、恣意的に内在化された概念であると

指摘する議論も注目に値する 22。

日本においてもイスラームと西洋の関係について、この二項対立論に準

ずると考えられる立場から幾つかの議論がなされている。それらの特徴と

して、イスラーム世界に対して欧米の論者と比較し、中立的な立場から議

論が行われている点が挙げられよう。多くの論者はイスラーム教義を地域

的、歴史的な特性として把握し、欧米とは違った文化体系として理解しよ

うと試みている 23。
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B：ナショナリズム論

ナショナリズムに関する議論は西洋の近代化をモデルとして、ナショナ

リズムを種族や宗派などにより規定された所与の概念ではなく、歴史的、

政治的過程における精神的原理に依拠した人工物として捉えている点で共

通している 24。その他にも、人間の「集団同一化」の傾向に着目し、集団

の内部にて「我々集団」と「外敵」を心理的に分断する事が、他者を排除

する体系としての「民族」形成の原因とする議論などが存在する 25。

次に、農耕社会から産業社会への転換をナショナリズムの発展の契機と

する説も注目できる。この議論は、産業社会の成立に伴い個人を「規則

性」と「効率性」の精神を重要視する、一元的文化体系へと組み込む流れ

が生じ、その為の膨大なインフラストラクチャーの維持を引き受ける主体

としての国家を主張する。またその社会では、それまで聖職者階級に独占

されていた宗教など精神的な価値体系に、領域民全体が関与し始める事で

世俗化が進展するとされる 26。

他方で宗教を民族の構成要素とする議論も存在している。それは、宗教

の委託を受けないと考えられていた「世俗的ナショナリズム」に宗教的側

面、及び両者の共通点を見出すものである。そこでは秩序の面から両者は

コミュニティを接合する事が可能だが、宗教は「世俗的ナショナリズム」

に容易に内包されない為、周縁化された宗教によりその優位性のもとに国

民国家との融合を図る、「宗教的ナショナリズム」が形成されたと論じら

れている 27。

C：アイデンティティ論

「アイデンティティ論」は、研究対象とする社会において共有されてい

る宗教ファクター（教義、規範など）が、関係するアクターの行動をどの
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様に方向付け、またアクターの行動の結果として形成された社会的制度、

或いはシステムに如何なる意味を付与したのかに関して注目している。

まず近代において、世俗化が進む社会における宗教の意味に注目した議

論として、それらを教会権力から区別し個々の人間による純粋な信仰への

移行、又は回帰から論じる「市民宗教」の概念が存在する 28。

次に宗教が社会的なアクターの行動に与える影響について、具体的な近

代的観念に繋げて論じた議論として、宗教教義の持つ倫理（エートス）が

社会通念の構造形成に大きな意味を持っており、その社会が教義から解放

（世俗化）された後も、かつての枠組みが既にアクターに内在化されてい

る為、アクターの行動規範に教義に基く倫理が色濃く反映され続けるとす

る説が注目できよう 29。ここから更に発展し、社会学の視点から宗教表象

を、集合的実在を表す「集合表象」とする議論、及び世俗化を宗教の超越

性が現世的な要素との関係の中で「制度化」されていくものだとする議論

が展開されている 30。

3.4　小括

これまでの議論において、イスラーム主義と世俗主義の関係性について

論じた先行研究を A～ Cに分類し、その代表的議論の特徴について検証

を行った。3つの議論をまとめると、次の様になると考えられる。

Aの「イスラーム対西洋の二項対立論」は、イスラーム（主義）を世俗

主義の確立した西洋と対置し、「西洋世界＝先進」、「イスラーム世界＝後

進」の基本構造のもと、現代イスラーム世界における近代化の課題につい

て論じている点が特徴であった。次に Bの「ナショナリズム論」では、

近代的個人は社会的紐帯とし「国民」及び「民族」に所属する事が想定さ

れ、前近代社会におけるイスラームの様に普遍性を持つ宗教の役割は、国
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民の構築と接合に貢献する場合を除き「民族」の構成要素から排除されて

いる。最後に Cの「アイデンティティ論」は、ある社会におけるアクター

の行動や、そのアクターが社会システムから受ける影響にフォーカスし、

宗教との関係では公的、私的な領域において、宗教倫理がどの様にアクタ

ーの行動に内在化されていくのかを問うものであった。これらの議論はそ

れぞれの論点からイスラーム主義と世俗主義との関係について、一定の見

解を示し得るものであったと言えよう。

第 1章で言及したトルコの事例からも明らかである様に、従来における

イスラーム主義と世俗主義の関係性について、主に先行研究 A、又は B

からのアプローチ方が採用されてきた事が理解できる。それらは西洋の近

代化をモデルに、公的領域からイスラーム教義とそれに準ずる概念を排除

し、政府による宗教のコントロールを目指すものであった 31。またCも、

そのコンストラクティヴィズム的な視点が注目され、幾つかの文献で活用

されている。

次章において、これら先行研究の枠組みを第 2章にて挙げた現代イスラ

ーム世界が抱えている課題に当てはめた際に、如何なる未解決の点が残る

のか、また新たな研究枠組みである「政教分離プロセス」を導入した場合

にどの様な利点が見出されるのかに関し詳述する事とする。

第 4章　本論における研究方針：「政教分離プロセス」の有効性について

本章では先行研究における問題点を指摘した後、本稿で提示する「政教

分離プロセス」の立脚点について、それらとの関係性を通じて明示する。

そしてフランスの「ライシテ」などに関する議論を参考に、「政教分離プ

ロセス」の有効性に関し、詳細に論じていく事とする。
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4.1　先行研究の問題点について

既に述べた様に、現在のイスラーム社会における政治と宗教の問題の核

心は、政治活動においてイスラームが信仰へのシンパシーから動員 32や、

組織的な連帯などの側面で重要なファクターとして認識されているにも関

わらず、社会や個人の行動をベースに見た場合に、そのイデオロギー性が

失われつつある点であると考えられる。この問題に対し、先行研究A、B、

Cの研究枠組みからのアプローチではどの様な点が未解決になるのかを検

証する。

Aの「二項対立論」は、近代化、民主化、世俗化が西洋化とパッケージ

となって考えられている為に、これらがイスラーム世界でも進展しつつあ

る一方で、イスラーム勢力が政治や社会において強い影響力を保持し、高

学歴層がイスラームに自己アイデンティティを見出す現在の状況に対し

て、正確な解答を出す事が困難であるという問題を内在していると言えよ

う 33。他方で、日本におけるイスラーム主義を地域の文化的な特性に根ざ

した運動とする見方は、西洋化から距離を置いた研究視野を構築する点で

価値のあるものであるが、イスラーム世界に浸透しつつある普遍的な近代

化や民主化の動き（即ち殖産興業や議会制の導入など）を、ともすれば「特

殊性」の議論の中に埋没させてしまう危険性をはらんでいると考えられ 

る 34。

次に Bの「ナショナリズム論」は、イスラーム世界全体を通じて国境

線が確定し、かつての“アラブの大義と団結”の非現実性も明らかとなっ

た経緯から、一定の正当性を確認できる議論であると言える 35。しかしそ

もそも、これらの国境の多くが 19世紀以降における西欧列強国の植民地

政策の中で決定されたものを内在化したものであり、成り立ちにおいて西

洋との相違が存在している点を考慮するべきであると考えられる。またこ
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の議論では、国民の多数を占めるムスリムが、概して信仰としてのイスラ

ームを重要視する傾向について明確に説明をする事ができない。加えて宗

教とナショナリズムを繋いでいた「宗教ナショナリズム」も、イラン革命

が輸出される事がなかった事から、説得力に欠けるものであると言わざる

を得ないであろう。

Cの「アイデンティティ論」は、イスラームのイデオロギー性が低くな

り、信仰が個々のムスリムが自己表出をする手段となりつつある現状にお

いて、3つの先行研究の中で最も有効な研究アプローチであると考えられ

る。しかしアイデンティティ論は、宗教の存在価値の内在化という言わば

アクターの内面に重点をおいたコンストラクティヴィズム的なアプローチ

を取り入れている為に、ある社会にて確認された効果が本当に政策形成に

先行するものであったのか、或いは何が主たる原因として内在化が進んだ

のかという点が不明確となってしまう問題を抱えていると言えよう 36。ま

た、宗教教義の倫理が実際にどこまで市民の間で普及し、理解されていた

のかに関しても疑問が残る。

以上において、現代におけるイスラーム世界が直面している、A～ C

の先行研究の枠組みでは解決する事が出来ない問題点について検証を行っ

た。本稿ではこれらを解消する為に、新たな研究枠組みとして「政教分離

プロセス」を挙げる訳であるが、具体的にこの枠組みにはどの様な要素が

求められているのかについて、次項の議論を通じ検証する。

4.2　「政教分離プロセス」に求められる要素：先行研究との関係性から

本項では「政教分離プロセス」には具体的にどの様な研究における要素

が求められ、またこのプロセスは先行研究と如何なる概念的な関係にある
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べきなのかについて論じていく事とする。

イスラーム世界は、特に 80年代以降において政治、経済、社会のファ

クターが複雑に連環し合った環境変化の中で、現状における問題を顕在化

させていったと思われる。また同時にグローバル化の流れの中で、イスラ

ームは民主主義などの近代的な価値観とシステムを、部分的に内包して来

た事も影響していると考えられよう。よって、この問題に解決策をもたら

し得る研究アプローチとして、地域性や民族性などを十分に考慮しつつも

過度に傾斜する事なく、それらと西洋の価値観との関係性を包括的、且つ

論理的に議論する事が可能な枠組みが必要とされていると考えられる。

それは第一に A、B、Cの各先行研究について明らかとなった其々の問

題点に応答するものであり、第二に 3つの先行研究の枠組みを貫徹してそ

の軸となる概念を継承しつつ、同時によりニュートラルな視野を持つもの

でなければならないであろう。なぜなら先行研究は違った議論のダイレク

ションを持ってはいるものの、共に近代化を通じた社会変動の中で構築さ

れたものである。そして更にその流れの先における議論を展開する以上、

先行研究と幾つかの共通項を内在している必要があると考えられるからで

ある。

三つの先行研究は互いに無関係ではなく、研究視野が重なり議論が活性

化している箇所が確認できる。その箇所こそが宗教と政治を論じる上で基

軸となってきた部分であり、「政教分離プロセス」においても含まれるべ

きポイントであると考えられる。次ページの概念図は上記の議論を可視化

したものである。概念図で示すところの三つの大円が重なりあう中心部の

小円は、先行研究との関係の中で本稿の提示する「政教分離プロセス」が

位置する場所を示している。
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＜先行研究と本稿における研究枠組みの関係概念図＞

 （筆者作成）

Aの「二項対立論」と Bの「ナショナリズム論」は、共に欧米におけ

る 18世紀以降の近代化過程を其々のダイレクションから論じているが、

中でも民主化と国民国家を議論の中心に据えている点で共通していると言

えよう。しかし既述した様に、これらの概念は今や欧米に限ったものでは

なく、イスラーム世界を始めとする非西洋政界においても社会の基本的な

枠組みになりつつあると考えられる。また「アラブの春」の成果として、

集合した市民の声のパワーが認知された。この事から将来的に同地域にて

民主的な国民国家の概念がより大きな比重を持つ様になると予想されるの

である。

Bと Cの「アイデンティティ論」では、Bの議論の中心であるナショ

ナリズムが、近代以降において自己表象の 1つとなっていった点が注目さ

れる。Cの議論との関係から、ナショナリズムの発展と共に自己の所属を

本稿にて提示 

する研究枠組み
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明示する事が個々人が社会で認知される為に重要となり 37、国籍などのナ

ショナリティがアイデンティティとして理解される様になったと考えられ

る。よってグローバル社会において、宗教などの他のファクターがアイデ

ンイティとして認知される事が予想され、また従来のナショナリティと合

わせて複数のアイデンティティが 1人の個人に内在化される事があり得る

と言えよう。

Aと Cの議論からは、近代化に間主観的な視野を導入する事が可能と

なるであろう。アイデンティティの議論において、アクターが社会に与え

る影響と、社会システムの変化がアクターに与える影響とが相互に考慮さ

れている為、それらは間主観的な立場をとる。「二項対立論」におけるサ

イードの議論は非西洋から西洋への議論の方向性を表すものであり、Cの

間主観性を近い概念の存在を提起している。グローバル社会において、イ

スラーム世界は欧米の価値観との関係から自己のアイデンティティを構築

している側面があり、そこに教義の非絶対化と外部の価値観との融合を見

るのである。

これまでの議論を通じ、先行研究との関係から「政教分離プロセス」の

中心に配置されるべき概念とは、次の「民主的な国民国家の構築」、「自己

表象の 1つとしての宗教」、「価値観の間主観性」であると考察できる。

上記の点を考慮に入れ、次節において「政教分離プロセス」についてイ

スラーム主義と世俗主義との関係性を論じる上での有効性について検証し

ていく事とする。

4.3　本稿の視点：政教分離プロセスの有効性についての論考

前章における世俗主義の定義を通じ、本稿において政教分離の概念と世
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俗主義を区別する事を明示した。この政教分離の概念が本稿の以下におけ

る議論の中核をなす事となる。「政教分離プロセス」がイスラーム主義と

世俗主義の関係性の研究枠組みとして有効性を発揮する為には、前項にて

提示された 3つの概念と、それに加えて新たな研究視野が内包され、また

それらの点がよりニュートラルな視野から扱われている事が必要になると

思われる。

よってまず政教分離の概念に関し、それが如何にして世俗主義から分離

されるのかについて論じる。次に「政教分離プロセス」が内包していると

考えられる概念とその有効性に関して詳述する。そして最後に本論の論考

において明確化された有効性が、具体的に先行研究における問題の解決に

どの様に貢献し得るのかについて述べる事とする。

4.3.1　政教分離の概念の有効性について

世俗主義、政教分離などを表現する言葉として「ライシテ」というフラ

ンス由来の言葉が活用される事がある。多くの議論において「ライシテ」

とは「脱宗教化」の意味で理解されている。三浦信孝はフランスの宗教社

会学者であるボベロ，J.の理論的貢献として、脱宗教化（ライシゼイショ

ン）の概念を世俗化から明確に分離した点を挙げている 38。ボベロの議論

は、世俗主義について市民社会の文化や習俗において、宗教が「減退」し

ていく過程として捉えており、複数の宗教が政府により認可され、その存

在価値が否定される事なく行政が中立を保つ「ライシテ」とは別個の概念

として論じている点が注目できる 39。ここでボベロは現代のフランスを、

政府が一定の宗教やその宗教的権威と結びつく事なく、また公的空間にお

いてそれらを表象する事を避けつつも、私的空間においてその存在価値を

認めると言う「脱宗教化」の流れの中に見ていると考えられよう。
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次にゴーシェ，M.は積極的に政教分離の概念を活用し、宗教と政治の

関係について議論を展開している。ゴーシェは近代における民主化の過程

を「宗教からの脱出」と、神による他律から人間による「自律の計画」の

中に見る。そして民主主義は「反教権主義の感興」から洗練され、自由主

義と共和政体のもとで、宗教に対抗するイデオロギーとして構築されていっ

たと主張する 40。しかし、ゴーシェはここで宗教と世俗を対立する概念で

はなく、あくまで「分離」の関係に配置している事に注目するべきであ

る。民主主義において私的な個人が公的な国家から分離、独立する構図と

同じものを用いて、神学世界から人工的国家は分離されるのである。

ゴーシェは上記の議論を前提として、現代における政教関係、更には民

主主義の在り方について言及している。即ち、20世紀を通じて宗教（教会）

と政治との分離が進展した事、同時に市民の価値観の多様化の中で「一般

意思」の概念が陳腐化した事により、民主主義は宗教価値も含めて「ニュ

ートラル」で私的な価値表象の空間になったと指摘する 41。そのニュート

ラルな民主主義において、宗教は価値体系の一部として取りこまれ、ゴー

シェの言葉を借りれば「此岸」と「彼岸」の区別が無くなるとされる。そ

して、そこでは宗教さえも社会的な自己アイデンティティとして認識され

る様になるとしている 42。一連の議論から、ゴーシェは近代化の過程を社

会状況や個々人の選好に根差した、宗教の間主観的な価値観への変容とし

て認識していると考えられる。近代化の過程を通じて宗教はその役割を劇

的に変化させたとしても、公的空間から排除される事はない
4 4 4 4 4 4 4 4 4

のである。

ボベロとゴーシェの議論からは、政教分離の概念が近代以降の世俗社会

における宗教の在り方を問う過程の中で、中心的な役割を担ってきた事が

理解できる。これらの議論は、宗教と世俗社会の「棲み分け」に際してど

こで妥協点を見出すのかという点に収斂するものと考えられる。現実にお
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いて宗教は、多くの国で信仰の対象としてその地位を維持し、道徳的な規

範として機能し続けているのであり、当該概念の普遍性を明確に表してい

ると言えよう 43。よって政教分離の概念は欧米に限定される事なく、イス

ラーム世界など非欧米社会の聖俗関係においても適応させる事が可能であ

ると考察できるのである。

上記の議論から政教分離の概念について、宗教の役割を公的領域から分

離しつつ、私的領域においてその価値を尊重するという「脱宗教化」の観

点から、世俗主義とは区別されるべきであると言う事が明らかとなった。

また「民主的な国民国家の構築」、「自己表象の 1つとしての宗教」、「価値

観の間主観性」の 3つの基本概念を内包しており、更にニュートラルな視

野を以て議論を進展させ、聖俗の「棲み分け」による聖俗の均衡が新たな

概念として提示されていた。ここで聖俗の「棲み分け」とは、公的空間に

おいて教権的統治を排除しつつ（世俗化）、引き続き私的空間における信

仰の保障と、自由主義と結合しアイデンティティと化した宗教の公的表象

の受容（寛容）までの一連の推移を指しており、これは本稿で意味すると

ころの“プロセス”に符合するものである。

以上から「政教分離プロセス」が現在におけるイスラーム主義と世俗主

義の関係を包括的に理解する上で、最も適した研究枠組みであると考察さ

れるのである。

4.3.2　問題の解決にむけて：「政教分離プロセス」の適用

それではこれまでの議論の確証を更に高める為に、先行研究の問題点に

ついて「政教分離プロセス」が具体的にどの様な解決策を提示できるのか

について論じていく事とする。本稿では先行研究と対応させる為、先行研

究の問題点に対する「政教分離プロセス」のレスポンスをそれぞれ Á 、
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B́ 、Ć と表記し議論を進める事とする。

Á ：より普遍的な観点からの研究の実施が可能となる。

政教分離は近代化に際しての人間の自律的統治と普遍的な反教権主義を

その概念的な基盤としている。これにより欧米世界が最も著しい近代化を

成し遂げた理由について、西洋世界の近代化への適合性や非西洋世界の後

進性からではなく、近代西洋世界が世俗的統治を行うに適した社会的な環

境を、早期に揃える事ができたからであると言う点が挙げられるであろう。

そもそも西洋においてもフランス革命以降、世俗的な統治の方法につい

て多用な試みがなされてきた 44。ベラーは、初期イスラームは先進性のあ

る世俗的な思考を既に持ちながら、「社会的下部構造」とのミスマッチが

その確立を阻んだと指摘する 45。この事から、そのミスマッチが解消に向

かえば、西洋以外の地域において宗教と世俗権力との分離が起きないとは

言いきれず、またそれは宗教が衰退する事を意味しないと考えられる。

よって、「政教分離プロセス」をイスラーム主義と世俗主義の関係につ

いての考察に適用しその進展状況を検証する事で、イスラーム世界の聖俗

境界における認識の変容、及びそれに反映される社会的な認識などについ

て、西洋の価値に限定される事なく、より中立的で客観的な視野からの検

証が可能になると考察できるのである。

B́ ：近代化過程における宗教の立脚点の明確化する。

前項でのゴーシェの議論からは、ナショナリズムと宗教的価値観が並立

可能である事が示唆されていると考えられる。フランス革命は、共和主義

のフランス人を構築する過程であり、そこにはフランス・ナショナリズム

が常に介在していた。
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イスラーム世界において、宗主国に対する抵抗運動の中心を担った“Arab-

Iaslam stratum”と呼ばれた階層にとり、ナショナリズムは無視できない

重要なファクターであったとされる 46。Roy, O.はより端的にイスラーム

主義運動について、超国家的な運動を提唱するも、最終的には個別の主権

国家の利益を優先する方向に（即ち欧米型の主権国家体制の方向に）収斂

していくと指摘している 47。

これらの議論からは、イスラームの主義の「非現実性」と言うよりも、

むしろ現代においてイスラームとナショナリズムの概念は不可分であり、

両者間での役割の分掌により関係の安定性が保たれている事が示されてい

ると考えられよう。よって現状における問題の本質として、イスラーム世

界の各国において、諸国家の状況に則してイスラームがどの様にカスタマ

イズされ社会に受容されているのかが問われていると思われる。そこでは

「政教分離プロセス」は諸国家内における宗教の立脚点を明確にできる点

において非常に有効であると考えられるのである。

Ć ：具体的なアクター間の相互作用から全体構図を把握する。

ゴーシェの議論からも確認できた様に、信仰は民主化と自由化が発展し

た現代において、公的空間における自己のアイデンティティ表象として一

層認知される様になったと言える。しかしその為には、宗教がアイデンテ

ィティとしての役割を市民に求められるようになるまでの経緯の考察がな

されるべきである。主に政治、経済、社会（文化）の一連の事象から構成

されるこの課題に取り組む為には、総合的な研究視野を持った具体的なメ

ソッドを示す必要がある。

その点について、Yavuz, M. H.の基準系 (“frame of reference”)の議論が

注目できる。Yavuzはイスラームの価値の基準系の概念から、各領域の関
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係性を考察する研究アプローチを採用している 48。同様に Eligur, B.が用い

るPPM (Political Process Model)及びPOS (Political Opportunity Structires)

は、政治、経済、社会における要因を有機的に結びつけ、その相互の影響

について体系的に論じるものとして参考になる 49。

「政教分離プロセス」が民主化やグローバル化による価値の多様化に伴

う、個人の私的所属、及び特徴を表明する最も公平な場所としての公共空

間の創出を必要としているとするならば 50、上記の研究メソッドは非常に

有用であると考えられ、イスラームと世俗化に関する包括的かつ具体的な

検証が実施できる様になると思われる。

以上の Á 、B́ 、Ć における議論から、本稿において提示した「政教

分離プロセス」を研究枠組みとして導入する事で、先行研究において浮上

した問題点に対して一定の解決策を見出す事が可能となったと考えられる。

4.4　小括

第 4章における議論を通じ、「政教分離プロセス」が先行研究における

問題点から浮上した、イスラーム主義と世俗主義の関係性を考察する上で

必要となる基本的要素を内包している事、次に政教分離におけるニュート

ラルな視野と、両者の「棲み分け」による均衡と言う新しい概念を構成し

ている事が明らかとなり、当該プロセスの有効性が確認されたと考えられ

る。また先行研究の問題点に対してそれぞれ一定の解決策を出来た事は、

イスラーム主義と世俗主義の関係性を考察する上で、本稿における「政教

分離プロセス」が有効に作用する可能性を高めるものであり、第 2章で提

示した本稿の仮説の妥当性を証明する事ができたと言えよう。



聖俗の棲み分けとしての「政教分離プロセス」に関する考察

— 105 —

第 5章　「政教分離プロセス」の条件と事例対象国における状況

今後の研究方針として、この研究アプローチを実際のイスラーム世界に

おける国家の政策過程に適応し、事例研究を進めて行かなければならな

い。イスラーム世界の諸国家は、昨今において政治、経済、社会的に顕著

な発展を見せてはいるものの、他方でそれらの詳細な情勢において EU諸

国と比較して遅れが生じており、混沌さを増している。よって「政教分離

プロセス」の、研究枠組みとしての一定の有効性が証明できたとしても、

それらが具体的な事例研究に導入された場合に機能するか否かについては

疑問が残ると思われる。

そこで本章において、現在のイスラーム世界で「政教分離プロセス」が

最も有効に機能する為にはどの様なファクターが揃っている必要があり、

またそれはどの様な国家であるのかについて、各種具体的な指標を提示

し、それらに関する幾つかの事例対象国の比較を通じて検証を実施する。

5.1　「政教分離プロセス」の条件

それでは、イスラーム世界において宗教と政治の関係におけるニュート

ラルな視野と、両者の「棲み分け」による均衡と言う 2つの概念が成熟し

つつある事を考察する為に、如何なる条件を検証する必要があるのであろ

うか。

その点に関し、福富満久による政治、経済、市民社会の側面から、中東・

北アフリカのMENA地域において民主化を妨げている要因について総合

的に論じた議論は非常に参考になると考えられる。その中では、ダールの

『ポリアーキー』的な政治の多様化 51の疎外要因として、MENA地域の

独立までの歴史的経緯、石油経済の恩恵、対西欧イデオロギー、情報の非
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対称性の議論に言及し、例えばチュニジアの様に資源に恵まれない国家で

あっても、「将来に対する不安」から「市民が現行政治リーダーに対して

積極的な選好」をする社会構造が存在している事で、政府との間で現状維

持の均衡点が生じていると指摘されている 52。

福富が「情報の非対称下における投票行動」というゲーム理論のモデル

にて、その起点としているのは「運」というファクターである。その「運」

には「その時の状況に応じた時勢、国際状況、経済状況、生活、歴史、環

境」などが含まれるとしている 53。

では、福富の議論においてもその中心の一つとして挙げられていたダー

ルの議論とは如何なるものであるのか。ダールは政治体制とその移行の類

型として、「自由化（政治的異議申し立て）」と「包括性（政治参加）」を二

大要素として、両方が満たされない「閉鎖的抑圧体制 (Closed hegemonies)」、

包括性に乏しい「競争的寡頭体制 (Competitive oligarchies)」、自由化が不

十分な「包括的抑圧体制 (Inclusive hegemonies)」、そして両要素について

進展が見られる政治体制である「ポリアーキー (Polyarchies)」の 4つを提

示している 54。即ちダールは、国家において公的な異議申し立ての機会と

選挙など政治参加の権利が制度化され、国民を動員可能な準国家組織の活

動が活発であり、また抑圧のコストが寛容のそれを上回る際に、「ポリア

ーキー」への動きが加速すると論じているのである 55。ダールは諸国家の

体制の多くが「閉鎖的抑圧体制」と「ポリアーキー」の間に位置すると主

張している。各国は他の二つの政治体制へと移行する可能性もあり、そこ

で重要となるファクターには、福富の議論における「運」に含まれるもの

が大きく関係していると考えられる。

以上は主に民主化を議論の中心としたものであるが、ゴーシェやボベロ

の議論において、「政教分離」は神による他律の政治から人間による自律
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の政治に移行する過程で、民主主義と対になる概念であった。この事から

「政教分離プロセス」が有効に機能する条件と、民主化への移行に必要な

条件とをほぼ同一に考える事が可能になると思われる 56。

次に現代イスラーム世界の状況を検証する上で取り上げるべき、民主化

を支える要素を明記する必要があると考えられる。それは前章の Á の議

論でもふれたベラーによる「社会的下部構造」に関係する要素であると言

えるであろう。即ち原初のイスラームの教義は、多くの近代性を内包して

いたにも関わらず、その受け皿となるべき「国家」と「市民社会」の概念

が未成熟であったが故に、前イスラーム社会の風習が流入する事を許して

しまったとする議論である。この二つの要因は民主化の過程においても重

要な役割を果たすものであると考えられる。

上記を踏まえ本論では、「市民社会」にフォーカスを絞り議論を展開す

る。イスラーム世界における国家は、その独立に至る過程、及びその後の

経緯を含めて多様であり、それらが現行の政治体制に大きな影響力を与え

た事実に疑う余地はない。しかしそれらは具体的な事例研究の中でより重

要となる要因でもあるため、研究プロセスの有効性を中心に論じる本稿に

おいては国家を所与の存在として扱い、特に「市民社会」の動向を注視す

る事とする。

そこで第一に、「市民社会」は如何に定義付けるべきであるのかが問題

となる。本稿にて参考とするのは Asad、ゴーシェ、ダールの 3人の議論

である。

Asadは世俗主義の条件として、個人の主権の不可侵性と、彼ら自身の

政治代表を選出する能力が保障されている事を挙げていた。本論では近代

化を世俗主義の文脈の中で考察している為、Asadの議論は非常に興味深

いと言えよう。次にゴーシェは民主主義をルソーの『社会契約論』を基盤



［論　説］

— 108 —

として論じており、民主主義は「市民である事と私的な個人である事の分

離」、つまりは個人を私的な領域から全体的で普遍的な公共の領域に選挙

などを通じて動員する事ができたからこそ、宗教に対抗する概念たり得た

と論じている 57。ここで公共の領域とは「市民社会」を意味しており、個

人が「一般意志」により融合される空間であるとされる。ダールは既述し

た通り、公的異議申し立ての機会と、選挙などを介した政治参加の権利が

国家により保障されている事を「ポリアーキー」、即ち民主主義的な政治

体制の構築にむけた必要条件と論じている 58。

上記の議論から、本稿における世俗的で民主的な要素を内包する「市民

社会」において、個々人は自らの資質と選挙などのプロセスを経て公共の

領域に関与する事が認められ、また要求されていると考えられる。よっ

て、本稿において「市民社会」を「選挙などの政治参加の権利と機会を（部

分的にであっても）有しており、またその権利を行使する為に必要な基本

的資質と文化を備え持っている個人により形成された社会」と定義付ける

事とする。

これに続く問題としては、事例対象国を選好する際に具体的にどの様な

ファクターや指標を用いて検証を行うべきであるのか、と言うものが挙げ

られる。例えばダールは民主主義に求められる要件として、3つの機会と

8つの制度的保障を挙げている 59。これらは相互に且つ複雑に関係してい

る為、具体的な指標として多様なデータを参照し、分析する必要があると

考えられる。

そこで本稿では「市民社会」の成熟度を示す具体的なファクターとし

て、次の「政治的自由度」、「識字率」、「GDP成長の推移 60」、「女性議員数」

の 4つのファクターを挙げる事とする。これらのファクターを選択した理

由としては以下の事が挙げられる 61。
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まず「政治的自由度」は、特に民主化の過程において政治に競争的な論

理を導入する事が不可欠である為、自律的個人を想定する「市民社会」の

基盤になる要素であると考えられる。

次に「識字率」及び「GDP成長の推移」について、シュムペーターは

民主主義に基づく統治では、政治家の資質が重要視されており、更に政治

家を輩出する社会層の文化レベルが高水準である事が必要であると論じて

いる 62。トッド，E.とクルバーシュ，Y.は著書の『文明の接近―「イスラ

ーム vs西洋」の虚構』の中で、男女識字率（両者は 50%を達成基準とし

ている）と出生率の低下の間隔から、国家の成熟度を図る研究を行ってい

る。民主化の過程では、中間知識層の政治動員の拡大が重要視される。そ

こで、識字率と出生率の反比例関係は教育投資の拡大を意味し、所得の拡

大と労働環境の変化について検証する事ができる。これら二つの指標から

は、非民主的国家の国民がどの段階から、経済発展の恩恵を受領できるよ

うになったのかについて考察する事が可能になると言えよう 63。よって両

者の議論から、「識字率」と「GDP成長の推移」は非民主的国家において、

自律的な市民社会が発展する上で重要な意味を持っていると考えられるの

である。

最後に議会における女性議員の数であるが、女性の社会進出はイスラー

ム世界に限らず、世界規模で注視されている課題である 64。クオータ制度

は日本においても盛んに議論されており、ファクターとしての「女性議員

数」は民主的社会の必要条件として認識されつつある事を鑑み、本稿にお

いて採用する事とした。

以上 4つのファクターを本稿において採用し、それぞれについてイスラ

ーム世界の各国における客観的な指標から検証を実施する。その後それら

の数値を比較検討し、最も「市民社会」が成熟し、「政教分離プロセス」
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が有効に機能すると思われる国家について考察を行う事とする。

5.2　イスラーム世界における「市民社会」の成熟度の検証

本稿では、MENA諸国（アルジェリア、バハレーン、エジプト、イラン、

イラク、ヨルダン、クウェート、レバノン、リビア、モロッコ、オマーン、

カタール、サウジアラビア、シリア、チュニジア、UAE、イエメン、パ

レスチナ自治共和国 65）にトルコを加えた計 19カ国を事例対象国として

選抜し検証を行う 66。

次に使用する指標について述べる。「政治的自由度」は The Economist 

Intelligence Unit（以降 EIUと表記）が発行した ”Democracy Index 2012” 67

におけるランキングを、「識字率」は UNESCO Institute for Statistics（以

降 UISと表記）が発行する “ADULT AND YOUTH LITERACY : National, 

regional and global trends, 1985–2015” 68における数値を参照とする。「GDP

成長の推移」はThe World Bank HP 69にて公表されている数値データを、

「女性議員数」は Inter-Parliamentary Union HPにおける”Woman in national 

parliaments”70における指標を参考とする。

5.2.1　「政治的自由度」についての検証

まず事例対象国の「政治的自由度」から検証を開始する事とする。

Table 1は事例対象国の「政治的自由度」について、前述の”Democracy 

Index 2012”におけるデータを参考に抜粋、編集したものである。Table

に示された数値は、各要素を評価する為にEIUが任意に定めたスコアで、

そのスコアが高いほど政治的に自由で民主的である事が示されている。
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Table 1：事例対象国における政治的自由度一覧

（出典）The Economist Intelligence Unit "Democracy Index 2012" を参考に筆者編集

この Tableから、イスラーム世界は未だ政治的にダールのポリアーキー

には程遠い状況にある事が見て取れる。この資料は全 167カ国を“Full 

democracies”、“Flawed democracies”、“Hybrid regimes”、“Authoritarian 

regimes”に分類し、表に記載されている 5つの観点から”Overall score”を

算出してランク付けをしている。事例対象国は何れも前二者にはふくまれ

ておらず、100位以内に入っているのは順にトルコ、チュニジア、リビア、

レバノンであり、すべて “Hybrid regimes”に分類されている。

ランキングの上ではトルコがイスラーム世界における民主化の先頭に立

っている様に見えるが、チュニジアは“Political participation”、“Political 

culture”、“Civil liberties”の評価においてトルコを上回るっている。この点

から、チュニジアはトルコに比べて政治制度が未整備ではあるものの、民

主化プロセスへの高いポテンシャルを持っている事が予想される 71。全体

の 95位に位置するリビアについては、カダフィ政権が内戦の末に崩壊し
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た段階でのデータである点に注意するべきである。加えて現在のリビアは

国内が分裂した状態にあり、数値は大幅に変化しているものと思われる。

次に本稿の事例対象国における、湾岸産油国 72を含む OPEC諸国 73の

傾向について論じる。Tableからは相対的に OPEC諸国、特に湾岸産油国

に属する国家は政治的自由が束縛されている事が解る。とりわけ湾岸産油

国であるカタール、オマーン、サウジアラビア、UAEは“Electoral 

process and pluralism”が 0.00である。

その他、イラン、シリアも同様に 0.00で「政治的自由」が低いと判断

されており、シリアはさらに“Civil cultures”も 0.00であるなど、現在

の内戦状態への兆しが確認できると言えよう。

これまでの議論から、全体的に見てイスラーム世界は未だ民主化の途上

にあり、特に OPEC諸国、湾岸産油国などを中心に、選挙のプロセスや

社会的な多元性が制限される傾向が確認できる。その一方で、トルコやチ

ュニジアなどの一部の国家では変革が進展しつつあると考えられる。

5.2.2　「識字率」についての検証

次に事例対象国における「識字率」の変化について検証を行う。Table 2

は UISの資料を参考に、事例対象国における 15歳以上の男女成人の識字

率と、その成長率を百分率で示したものである。左から順に 2000年代初

頭から中頃までの各国識字率、2015年において達成が見込まれる識字率、

そして両数値を比較した成長率を示している。
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Table 2：事例対象国における成人（15歳以上）識字率とその成長率（単位：％）

（出典）UIS HPを参考に筆者作成

注目されるのは、事例対象国の識字率が他の新興国や後進国と比較して

相対的に高い点である。この点について Gelvin, J. L.は、植民地から独立

して間もないアラブ諸国の政権にとり、経済開発と国民教育など社会イン

フラの拡充は支持獲得の重要な政策であったと指摘している 74。

個々の数値を具体的に比較してみると、2000年代中頃までに 80%の大

台に乗っているのは、バハレーン、イラク、クウェート、リビア、オマー

ン、カタールなどの産油国と、それ以外ではヨルダン、レバノン、シリア、

トルコ、パレスチナである。次に 2015年の予想として、エジプト、モロ

ッコ、イエメンを除いた総ての事例対象国が 80%を達成する事が予想さ

れている。ヨルダン、レバノン、トルコ及びパレスチナは最高ランクに近

い数値に到達し、OPEC以外ではチュニジアも 10%以上 75、イエメンは
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未だ 70%代の識字率と予想されながらも 28％の成長が見込まれている。

特に OPEC諸国や湾岸産油国の識字率が、早い段階で高水準に達した

理由として、潤沢な石油を始めとする地下資源や、或いはバハレーンや

UAEのドバイの様に観光業や金融業を通じて得られた収入により、他の

事例対象国に比べて早期に教育政策に投下する資本を確保できた事が挙げ

られよう。

5.2.3　「GDP成長の推移」についての検証

この項目では事例対象国の過去 13年間における名目 GDPと国民 1人

当たりの GDP (per capita)の成長率について検証する。Figure 1、2は共

に The World Bankが HPにて公開しているデータを参考に筆者が編集し

たものである。

Figure 1：事例対象国における名目 GDP成長の推移（2000年～ 2013年）

単位：百万ドル　　　　　　　　　（出典）The World Bank HPを参考に筆者作成
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Figure 2：事例対象国における国民 1人当たりの GDP成長の推移（2000年～ 2013年）

単位：USドル　　　　　　　　　（出典）The World Bank HPを参考に筆者作成

名目 GDPに関し、トルコを筆頭にサウジアラビア、イラン、UAEに

おいて最も顕著な GDPの成長の推移を見せている事がわかる。またカタ

ールを中心に湾岸産油国において、1人当たりの GDPが大きな成長率を

見せている。

非 OPEC、非湾岸諸国について詳細に検証してみると、トルコは 1人当

たりの GDPにおいても最大の成長を見せている点が注目できる。レバノ

ンは国民 1人当たりの GDP成長ではトルコに次ぐ成長を見せているもの

の、名目 GDPは低調である。反対にエジプトは名目 GDPにて高い成長

を見せるも、国民 1人当たりの GDP成長が極めて低調である。

他方で OPEC諸国の中では、カタール、クウェート、UAEと、その他

の国家との間に差異が存在している。その他バハレーンとオマーンは名目

GDPの成長に対して、1人当たり GDPが相対的に高い事を読み取る事が
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できる。湾岸の王国はどれも国家の規模が小さなものが多い為 76、少ない

人口に対して効果的に資源収入を分配している事、他方でイランやサウジ

アラビアは富を分配する人口が多い為、それだけ国民単位への富の還元が

小さくなっている事が予想される 77。

この事から、OPEC諸国の中でも特に湾岸諸国において、国民一人当た

りに対して効率的に資源収入を分配する事で、国民が所得の拡大を実感で

きる構造が存在すると考えられるのである 78。

これまでの検証から、国内の人口にある程度則した形で国民所得とのバ

ランスを取りつつ国内経済を発展させる事に成功した国家としては、事例

対象国の中ではトルコ、レバノンが挙げられるであろう。一方それ以外の

多くの事例対象国において、石油など資源収入に代表されるレント（不労

所得）に依存しない限り、経済的安定の確保が難しい事が見て取れる。し

かしその資源収入も、国内に抱える人口や、外部の市場動向に左右されや

すい欠点を持ち合わせていると言えよう 79。上記より、トルコはイスラー

ム世界において、地下資源に依存する事なく産業化を達成した希有な事例

であると考えられる。

5.2.4　「女性議員数」についての検証

最後に事例対象国の議会における「女性議員数」について検証する。

Table 3は Inter-Parliamentary Union HPが公表する“Woman in national 

parliaments”から、一部抜粋し、編集したものである。
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Table 3：事例対象国の議会における女性議員数一覧

（出典）Inter-Parliamentary Union HP ”Woman in national parliaments”より筆者抜粋

イスラーム世界は一般的に女性の社会進出の遅れが指摘されているが、

Table 3からは幾つかの事例対象国が上位にランクインしている事がわか

る。特にアルジェリア、チュニジアは上位 50位以内に入っており、女性

参政権の確保に前向きであることが確認できよう。しかし、全体的に見た

場合、それ以外の殆どの国家が全 154カ国中半分より下位に属している

のが現実である。湾岸産油国は国王の家系が国家の主要ポストを独占する

「王朝君主制」80を採用しており、議会は政策に正当性を与える諮問機関

としての役割が大きいと考えられるため、Tableに表現されるランクとは

裏腹に、実際の状況はより複雑で抑圧的であると予想される。

チュニジアは 2014年に議会選挙と大統領選挙が実施されるなど、「ア

ラブの春」にて政権転覆が発生した国家の中で、唯一の比較的安定した政
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策運営がなされている国家である。BBC Newsによると、選挙における

有権者の 49％は女性であり、また 1月 26日には同国憲法にて、アラブ世

界で初めてとなる男女同権が確約されたとしている 81。加えて「政治的自

由」の項目でも述べた様に、チュニジアは政治参加や市民の自由度におい

て高い評価を受けており、今後も選挙など制度面の改革が必要とされる

が、上記はその可能性を示すものであると考えられる。

5.3　小括

本章の締めくくりとして、事例対象国 19カ国について 4つのファクタ

ーから検証を行った結果について総合的に論じる事とする。

Table 4はその結果を総合的に考察し、各国について筆者の判断で評価

をしたものである。Table中の○はその要素に肯定的な状況が構築されて

いる場合、△は今後の状況如何では発展と後退のどちらにでも進む可能性

を内包している場合、×は現状改善が必要である場合を示している。こ

こですべてを記載する事はできないが、本稿では各国の評価に際し、幾つ

か追加の要因を加味している。例えば、参考にした指標が作成された後、

新たに発生した政治的事象の影響などであり、或いは GDPの成長に関し

ては名目 GDPと国民 1人あたりのそれとのバランス関係なども考慮し

た。しかし、基本的には事例対象国間における各ファクターについて、

Table 1～ 3、及び Figure 1、2に示したデータに基づいて比較検証を行っ

ている。
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Table 4：事例対象国における 4ファクターの総合評価

（出典）筆者作成

Table 4からは、現在の事例対象国において、識字率の普及以外のファ

クターが未発達である事を読み取る事ができる。エジプト、シリア、イエ

メンなどでは「アラブの春」にて政権の崩壊や内戦などが発生したが、そ

の後は何れの国家も民主的な過程を辿っていない。それは民主化を支える

ファクターが未成熟である為と考えられ、実際に各国の Tableにおける全

体的評価が低い事が確認できる。

湾岸産油国及び OPEC諸国も大きな問題を内包している。これらの諸

国は資源収入であるレントを国民に分配する事で国内の支持を獲得してき

たが、それ故に ｢市民社会 ｣の成熟に必要となるファクターの発展が全体

的に立ち遅れているのが現状であると言えよう。

それらと比較して、トルコは本稿の検証における 4つのファクター中 3

つに関して肯定的な結果が出るなど、「市民社会」の成熟が非常に顕著で

あり、この事から「政教分離プロセス」が最も有効に機能する可能性が高
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いと考えられる。第 1章においても述べた様に、現代トルコ政治は、イス

ラーム政党と世俗主義の守護者たる軍隊が互いに政治的影響力を行使し合

う事で政策が決定されてきた歴史を持っている 82。その関係性を「政教分

離プロセス」の枠組みにおいて論証する事が可能か否かについて、今後の

事例研究を通じてより詳細に解明する必要があると考えられる。

トルコに続く国家としてはチュニジアが挙げられ、それにアルジェリ

ア、レバノンが続くとなっている。特にチュニジアは 4つのファクターの

中で「政治的自由」、「女性議員数」などの要素について、トルコに次ぐ、

或いはそれを凌ぐ民主化への高い政治文化が確認された。また、天然ガス

のプラントにて日本人が殺害されたアルジェリアや、未だに内戦の火が燻

ぶるレバノンに比べ、チュニジアは国内の情勢が安定している事もあり、

非常に興味深く、今後の研究において注目すべき国家であると言えよう 83。

よって本稿では、トルコ及びチュニジアの 2カ国について、イスラーム

主義と世俗主義との関係性を考察する上で、「政教分離プロセス」が最も

有効に機能すると考察し、ここに提示する。

第 6章　考察

本稿では、イスラーム主義と世俗主義の関係性を考察する新たな研究枠

組みとして、「政教分離プロセス」を提示し、その有効性について検証を

行った。

現代イスラーム世界は政治や経済の発展に伴う大衆化の影響により、

「イスラームが政治において重要な役割を果たしながら他方でそのイデオ

ロギー性を喪失していく過程」が進展しており、従来の研究枠組みではそ

の政治と宗教の関係について理解する事が極めて困難な状況にあると考え
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られる。そこにおいて、「脱宗教化」のニュートラルな観点から、聖俗の

「棲み分け」を図るものとして両者の関係を理解しようとする、「政教分離

プロセス」のアプローチは注目すべきものであったと言えよう。今やイス

ラームは、ムスリムにとり私的個人の自己表出の手段の 1つと認知されつ

つあり、公的な世俗権力から「棲み分け」を通じて分離される。しかし他

方で社会的な紐帯としての動員力が政治に与える影響力について、イスラ

ームに対する認識の複雑化が生じていると考えられるのである。

この「政教分離プロセス」は、その概念構成の過程において、ゴーシェ

が論じるところの神からの「自律」という要素を包含しており、民主主義

と非常に親和的な関係にある。よって、民主主義を支える「社会的下部構

造」がどの程度確立しているのかと言う点が、当該国家にて「政教分離プ

ロセス」が有効に機能するかについて重要な要素になると言えるのであ

る。本稿ではその中から「市民社会」の成熟度に焦点を絞り、MENA諸

国にトルコを加えた事例対象国 19カ国について「政治的自由度」、「識字

率」、「GDP成長の推移」、「女性議員数」の 4つのファクターからそれぞ

れの指標を用いて検証を行った。その結果、特にトルコ、チュニジアにお

いて「政教分離プロセス」が有効に機能する可能性が高まった。

トルコとチュニジアの両国は、アラブ地域の中では比較的欧米に近い国

内制度の設計や、運営がなされて来た国家である。両国は飛び抜けた地下

資源に恵まれている訳では無く、福富が述べるところの「あるのは勤勉さ

と労働力だけである 84」点においても共通している。この事が、産油国の

様にレントに依存しない工業力の育成に基づく経済運営などの、“健全な”

国家政策の立案に連動していった可能性を指摘できる。よって今後の研究

において、「社会的下部構造」のもう 1つの要素である「国家」に関して

検証を進めていく必要があると考えられよう。
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また本研究の第 5章における考察は、「政教分離プロセス」の発動につ

いて有効性が考えられる国家に関し、その国家が内包すべきと考えられる

“条件”の一端について提示したに過ぎず、今後の研究を通じ、現代のイ

スラーム世界にて「政教分離プロセス」を促進させていると考えられる具

体的な“要因”について検証していかなければならないと思われる。

この点に関する詳細な議論は今後の事例研究の成果に委ねられるべきも

のであると考えられ、次の第 7章での論述に譲る事とする。

第 7章　今後の研究方針について

本研究の最終的な目的は、現在のイスラーム世界における宗教と政治の

関係についての問題を解明し、その解決策を論じる事にある。また、「政

教分離プロセス」を促進する具体的な要因に関し、政治、経済、社会など

の多方面から検証する必要があると考えられる。よって今後の研究におい

て「政教分離プロセス」の枠組みを事例対象国に適用し、その国家の政策

過程に関する検証を通じて考察をする必要があると言えよう。事例対象国

の候補として、ベラーの議論による「社会的下部構造」における「市民社

会」について、本稿における検証にて高い水準にある事が確認されたトル

コとチュニジアが挙げられる。

上記を受け、博士後期課程における研究ではトルコを事例対象国とし、

近代以降における政策過程に「政教分離プロセス」の枠組みを導入し検証

を行う事を計画している。それはオスマン帝国末期からトルコ革命を経た

戦後の複数政党制の時代において、トルコが聖俗の「棲み分け」を実施し

ていく過程についての考察となると考えられる。特にトルコを選択した理

由として、修士論文における研究の蓄積がある事、文献や国際機関におけ
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る一次資料が最も充実しているMENA諸国の一つである事などが挙げら

れる。加えて 21世紀に大きな飛躍が予想される国家であり、日本との関

係も含め強い関心を持っている。

博士論文を執筆した後の研究について、事例対象国を増やし比較研究を

進める事で、「政教分離プロセス」に関する検証の精度を高めて行きたい

と考えている。トルコとチュニジアは共にMENA諸国の中で安定的な国

家運営を続けてきた国家ではあるものの、その詳細な政策については差異

が生じているものと思われる。また、これら 2カ国とは全く違う体制の国

家を事例に含める事で、現在イスラーム世界が抱える宗教へのアプローチ

の多様性を、より明確に反映させる事が可能となるであろう。

その具体的な事例としてはイランを想定している。イランは本稿第 5章

における検証に通じ、「政治的自由」など多くの側面においてトルコ、チ

ュニジアとは対照をなす国家であった。他方でイランは「イスラーム共和

制」という独自の国家システムを主張し、国民の直接選挙に基づく大統領

制、またマジョリスと呼ばれる議会を持つなど、欧米に近い国家システム

を整えつつある点が注目される。

この事からトルコ、チュニジア、イランにおけるイスラーム主義と世俗

主義の関係性に関する共通点及び相違点から、如何なる要素がそれらの帰

結を生じさせたのかについて検証する事を通じ、現代イスラーム世界にお

ける宗教と統治の問題についてより広範かつ総合的に考察して行きたいと

考える次第である。
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義者とは Piscatori, J.によれば、「彼らがイスラームのアジェンダと見なしたものを
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らが未だに未達成である「歴史世界」とを区別する (Ibid.：276)。この議論は冷戦
の終結という東西 2極構造の転換期をむかえ、新しい世界秩序への模索が行われて
いた時代に主張された。同時代の議論としてハンチントンの「フォルト・ライン」
での文明間の対立についての議論が存在する。同氏は世界を八つの文明圏に分け、
現在の情勢として西欧文明が支配的立場から君臨している事を認めつつ、その継続
に疑義を呈する。よって「歴史は終わらない」とするのである（ハンチントン 

1998：57–75）。
 21 ルイス，B.は「軍事」、「経済」、「政治」を近代化改革の主要領域として、それらに
おけるアジア諸国の発展とアラブ諸国の停滞を比較し、ムスリムが「近代化」と「西
洋化」を分離し、必要な他の要素とパッケージにて包括的に受容しない点を指摘す
る（ルイス 2003：108–110）。そして彼らの外部依存、及び西洋、ユダヤ、改革派
への非難などの特徴が、世俗主義をも異端視する傾向を生じさせた事が、現代のイ
スラームの後進性を招いた根源的な理由であるとする（同書：240–246）。

 22 サイードが『オリエンタリズム』にて展開した議論は、西洋からの東洋の評価では
なく、東洋からの視点に基づき、アイデンティティの外部性を主張する点において
新たな境地を開くものであったと言えよう。（出典）サイード，E. W. (1995)『オリ
エンタリズム』板垣雄三・杉田英明監修、今沢英子訳、平凡社、pp. 97–106．

 23 小杉泰によると、イスラーム世界は 18～ 20世紀にかけ「西洋的近代化」に直面し、
「西洋化による近代化」、「民族主義」、「イスラーム復興」の三つの「ベクトル」に
おいて反応したとする。そして、それぞれの運動が、一部で共有する要素を内包し
つつ競合する事で、イスラーム世界における政治運動が形成されていったと論じて
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いる（小杉 1998：48–49）。加藤博は、イスラーム主義と原理主義を同一視し、「世
俗主義」及び「聖俗二元論」に代わる概念としてイスラームが求められているとす
る。そしてオイルマネーなどの影響と絡めた上で、それらを維持可能なイデオロギ
ーとして理解するべきであるとしている（加藤 2010：27–35）。

 24 アンダーソン，B.の”imagined political community”の概念は、「国民 (nation)」を
想像された主権的な「イメージ」として捉える事を強調し、その形成過程において
文化、歴史、特に言語の側面からの議論を展開している (Anderson 2006) 。一方で
ルナン，E.は、近代国家とはその国家を形成している住民間の過去に対する忘却
や、歴史的誤謬、又は犠牲や哀悼などに基づく融合によって形成されるとし、近代
的「国民」とは、種族や民族誌、言語学的な概念から区別して考えるべきとする。
また宗教はかつての社会集団由来の存在（国家宗教）から個人的な問題となり、国
民性の確立に寄与する事は無くなったとし、ルソーの「市民宗教」の概念の影響も
確認される。（ルナン 1997：58–60）

 25 小坂井は他者を対立的に差異化する運動に、他者を区別する要素として言語、歴史
的に集団がおかれた状況、宗派等が組み合わさり、「文化的均一化」が進展すると
する。この議論も、人種による身体的特徴や文化などの相違が一義的に政治学的な
「民族」を規定する訳ではないとする点で、アンダーソンなどの議論の系譜の延長
線上にあると言えよう。（出典）小坂井敏晶 (2002)『民族という虚構』東京大学出
版会、pp. 12–16.

 26 ゲルナー，A.はナショナリズムを第一義的に「政治的な単位と民族的な単位とが一
致しなければならないと主張する一つの政治的原理」と定義している（ゲルナー 

2000：1）。ゲルナーが論じる近代産業社会とは、専門家されつつも一般的で高度
な教育により一元化された「平等主義的」な社会であり、その社会は不特定多数の
人間とのコミュニケーションにより成り立ち、高度なテクノロジーにより支えられ
た中央集権的な、所与のコミュニティー（家族など）を超えたヒエラルキーにより
構成されているとする（同書：42–48; 57–59）。更にイスラーム世界でナショナリ
ズムの普及が遅れた原因として、農耕時代において既に農民や一般大衆向けの教義
が確立しており、近代社会においても社会的紐帯として耐えうる強度を保持し続け
ていた点を挙げている（同書：135–136）。

 27 ユルゲンスマイヤーは両者の共通点として“ideologies of order”を提唱する。これ
はナショナリズムと宗教を、各国の国家建設におけるイデオロギーとして理解する
ものである (Juergensmeyer 1993：29–30)。脱植民地化の改革の中で、エジプトな
どではベラーが言う「市民宗教」の方向へ宗教（イスラーム）をナショナリズムに
融合させる事が計画されたが、世俗派、宗教勢力の両者から反対された。そこで宗
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教の側から国民国家を内包する動きが強まったとされる。ここでユルゲンスマイヤ
ーはホメイニーのイランを想定している（同書：35–40）。

 28 「市民宗教」の議論については、ルソーとベラーによるものが注目できる。ルソー
は『社会契約論』における「市民宗教」の議論において、「人間の宗教」と呼ばれ
る「寺院も祭壇も儀式もともなわず、…純粋に内的な信仰と道徳の永久不滅の義務」
に限定された宗教で、国家に守護神を与え同一化を図る「市民の宗教」とは区別さ
れる宗教観念に言及している（ルソー 1966：350–356）。ルソーが教会権力を行政
府や国法から分離し、市民社会の統一を目的とするのに対して、ベラーは個人の宗
教的見解の自由化に基づく社会の多元性を容認する点で相違が存在すると考えられ
る（ベラー 1973：350–351）。

 29 この議論について、ウェーバー，M.の『プロテスタンティズムの倫理と資本主義
の精神』における議論が第一に挙げられよう。ウェーバーによるプロテスタントの
倫理（エートス）が近代資本主義精神の発展に影響を与えたとする議論は、ある社
会や集団における宗教的文化が、社会通念や構造の形成に大きな意味を持つ事を再
確認している。ここでウェーバーが主張するプロテスタンティズムの倫理とは、自
身が携る職業を天職とし、その労働に専心する事を義務として捉え、厳格な経済性
のもとで労働能力の向上に勤しむ克己心と、節制の精神を意味する。ウェーバーに
よれば、プロテスタントは初めて上記の内容を自己の倫理として内在化させ、職業
観念にまで昇華させた点において、それまでの経済性を重視する言説と明確に区別
できるとする。（出典）ウェーバー，M. (1989).『プロテスタンティズムの倫理と資
本主義の精神』大塚久雄訳、岩波書店、第一章参照

 30 デュルケム，E.は宗教を「著しく社会的なもの」とし、宗教表象を集合的実在を表
す集合表象として論じている。デュルケムは、その当該集団内部において個々のア
クターは同一文明の客観的時間（歴史）を共有し、個人的存在と社会的存在とに内
在化されるとする。そして古代から人間の集団における信念、道徳、儀礼などの
「連帯的な体系」の構築を司ってきたシステムとして宗教を挙げ、それが歴史的に
持つ意味について議論している。これはウェーバーの議論を更に進め、宗教が社会
に共有される通念の重要な形成要因の一つである事を明確化し、社会アイデンティ
ティの議論への道筋を付けたものと言えるであろう（デュルケム 1975：24–32）。
パーソンズはウェーバーとデュルケムの議論を受け「制度化」に言及し、一般に「宗
教」と呼ばれるものを、人間がおかれた条件のもとで選択を行う際に、その選好の
方向性を規定する要素とする。そして世俗化について、宗教が何かしらの超越的実
体と現世的なものとの緊張関係の中にある場合、宗教の超越性が現世的な要素との
関係の中で「制度化」されていく事だと主張する（パーソンズ 2002：129–134）。
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この議論ではウェーバーやデュルケムと比較して、社会におけるよりシステマティ
ックなアクターと宗教の関係が論じられていると言えよう。

 31 トルコ革命後のアタチュルクによる一連の改革はケマリズム (Kemalism)と呼ば
れ、トルコ・ナショナリズムとイスラームの両立を否定し、“トルコ人”としての歴
史、民族性、そして共和国への帰属意識を宗教に優越させた (Cetinsaya 1999：
361–362)。この改革では近代西洋的な世俗権力のイニシアティブに従順な宗教勢
力を求めたのである (Yavus 1997：65)。

 32 Eligur, B. (2010) The Mobilization of Political Islam in Turkey, New York: Cambridge 

University Press, pp. 189–197.

 33 トルコでは 2002年に AKPが選挙にて勝利し、約 10年ぶりに単独与党となった。
またパレスチナ自治政府ガザ地区のハマース (Hamas)も 2006年に公正な選挙によ
って過半数を獲得している。そのほか、1991年のアルジェリアの FIS、チュニジ
アのアン＝ナハダ運動の動向が注目できよう。しかし彼らに対する欧米の評価は過
激な原理主義派のイメージと重なり芳しくない。FISはクーデターにて倒され、ハ
マースはイスラエルとの闘争を繰り返しており、結果として民主化の進展が大幅に
後退するという双方にとっての悪循環が起きていると言える。

 34 1980年代のトルコにおける経済開放政策は新興エリートの登場を促進し、それに
伴うモラルの低下はイスラーム的価値観を彼らと結合させる効果があったと論じら
れている。これらは物質的な価値観の過度の進展に、彼らの文化体系（イスラー
ム）の価値観で反応したものであり、イスラームの特殊性ではないと思われる。（出
典） Onis, Z. (1997) “The Political Economy of Islamic Resurgence in Turkey: The 

Rise of Welfare Party in Perspective.” Third World Quarterly, Vol. 18, No. 4, pp. 749–

753.

 35 アラブの春におけるエジプト革命では、エジプトの変革と尊厳の回復を求める声が
圧倒的大多数であったとされる（長沢 2011：23–27）。国民の帰属意識が第一に国
家である事を明確に示していると言えよう。ただ、かつての「アラブ連合共和国」
の崩壊の時点で、既に国益が大義より優先されていた事が伺えるのである。（ロー
ガン 2013：下巻 72–75）。

 36 例えばウェーバーはあくまで宗教規範と態度が、その社会に存在するアクターにお
ける世俗の日常労働などの行動に与えた“影響”について論じているに過ぎない。
実際に現在の「資本主義精神に充たされた人々」は宗教に無関心であると述べられ
ている（ウェーバー 1989：78–81）。

 37 テイラーは、多文化主義 (Multiculturalism)の時代におけるアイデンティティは他者
からの承認 (recognition)、不在 (absence)、誤認識 (misrecognition)によって形成さ
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れるとする。特に誤認識を取り除く事が抑圧を招く事に注目し、社会に承認される
事の政治における重要性を説いている。（出典）Taylor, C. (1994) “The Politics of 

Recognition,” in Taylor, C. and Applah, K. A. Eds., Multiculturalism: Examining the 

Politics of Recognition, Princeton, N.J.: Princeton University Press,  pp. 24–73.

 38 三浦は「ライシテ」について、「国教を立てる事を禁じ」、「既成宗教から独立した
国家」によって「宗教間の平等ならびに宗教の自由」を保障する「宗教共存の原理」
及び制度と定義付けている。（出典）ボベロ，J. (2009)『フランスにおける脱宗教
性の歴史』三浦信孝・伊達聖伸訳、白水社、pp. 9–10.

 39 ボベロはルイ 14世の時代から現代までの、フランス社会における宗教の存在感の
変化について考察を行っている。同様に、1905年の政教分離法から 2005年のス
カーフ論議に至るまでのフランスにおける宗教と世俗政府との関係性の変化に推移
に関しては、レモン，R.の『政教分離を問いなおす―EUとムスリムのはざまで』
が詳しい。

 40 ゴーシェは宗教から脱出すると同時に、現在の状況に適する宗教を考案する「宗教
の再発明」を並行して考えている。また、神から自律した個人は民主主義化におい
て、「一般意思」への参加を通じて再び統合されるとする（ゴーシェの議論は多く
をルソーにおっている）。（出典）ゴーシェ，M. (2010)『民主主義と宗教』伊達聖
伸・藤田尚志訳、トランスビュー、pp. 45–47, 92–94.

 41 「ニュートラルな民主主義」内部において、「…信仰は、さまざまな選択肢が入り乱
れた領野のなかにあるものとしか考えられ」ず、これは共和国の運営が「いかなる
信仰からも解放され」るに至ったのであるが、同時に総ての価値観が上下関係のな
い、相関的関係になった事を意味しているとされる。（出典）同書、pp. 112–115.

 42 これは自由主義に宗教が融合した事を示しているとする。（出典）同書、pp. 141–145.

 43 ボベロは『世界のなかのライシテ』において、「反教権主義は普遍的であ」り、な
ぜならば「聖俗の管理統制はつねに異議申し立てを引き起こす」からであるとして
いる。そしてこの反教権主義が「政治と宗教のつながりに異議申し立てをすると
き、それはライシテの主体となる」と述べている（ボベロ 2014：13–14）。スポン
ヴィル，A.は無神論者の立場から「神」と「宗教」を分離し、後者について社会に
おける「共同性」としての役割を重要視する。人間にとり「共同性」が不可欠であ
るとするなら、そこに「宗教」が関係する以上、それらは不可欠ではないが社会に
とって重要な意味を成すものであると論じている（スポンヴィル 2009：10–17）。

 44 松浦はロベスピエールにとりキリスト教教義の一部は少なくとも「道徳的諸観念」
を支える「崇高で感動的な教義」であったとする。後の「最高存在」の観念はそれ
ら教義を革命の「神」として純化し、習俗の革命の教化の一環として活用されたと
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指摘する。（出典）松浦義弘 (1988)「ロベスピエールと最高存在の祭典」『史學雜誌』 
第 97巻第 1号、pp. 8–10.

 45 ベラーは、正統カリフ時代を通じた征服という時代状況により部族的「家父長」制
が聖典解釈に流入した事、「必要悪」としての政治権力への消極的な認識により国
家と対する「市民観念」が構築できなかった事を、「社会的下部構造」の未成熟性
として挙げている。（ベラー 1973：320–322）

 46 彼らエリート層が西欧型の教育を受けていた事、また石油など地下資源による富を
獲得した事などから、ナショナリズム的な色彩を帯びた運動へと変遷したと論じら
れている。（出典）Burgat, and Dowell. (1993). pp. 42-46.

 47 Royはパキスタン、サウジアラビア、ムスリム同胞団を例外として挙げ、共に国民
と国家の不在による脆弱性を主張する。加えてイランを事例として、たとえ政府が
イスラーム的であっても、自由な信仰を権力から守ろうとする運動は世俗主義的で
あるとする（出典）Roy, O. (2004) Globalized Islam: The search for a new ummah, 

New York: Columbia University Press, pp. 62–67；91–92.

 48 政治的には親イスラーム政党、経済的には新興の独立系企業集団、社会的にはギュ
レンなど非ウラマーのイスラーム解釈者や高学歴の若年層によるイスラーム価値観
の尊重などがその要素として論じられている。（出典）Yavuz, M. H. (2003) Islamic 

Political Identity in Turkey, New York: Oxford University Press, pp. 6–8.

 49 Yavuzの議論と共通して、両者が事例対象国としているのは共にトルコである
(Eligur 2010：2–13) 。

 50 ゴーシェ (2010), pp. 148–150.

 51 福富満久 (2011)『中東・北アフリカの体制崩壊と民主化―MENA市民革命のゆく
え』岩波書店、pp. 33–35.

 52 福富は数量データ及びゲーム理論を用いた議論を展開している。（出典）同書 「第
三章　地域の何が民主化を阻んできたのか」参照

 53 同書、pp. 76–79.

 54 Dahl, R. (1971) Polyarchy: Participation and Opposition, London: Yale university Press, 

pp. 5–9.

 55 Ibid., (1971). pp. 10–16.

 56 ダールは民主主義 (democtacy)について、多くの問題を抱えながらも、現状におい
て最も優れた政治体制である理由として 10項目を提示している。（出典）Dahl, R. 

(2000). “On Democracy”. Yale university Press: London, pp. 60.

 57 ルソーの議論とは、自然状態から脱し自己保存を図る為に、各構成員が「結合」し
て「自己をそのあらゆる権利とともに共同体全体に譲り渡」し「一般意志の最高指
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揮のもと」に入るが、それらは公共と個人の契約行為であると同時に、自分自身の
との契約という「二重の関係」から成り立つというものである。公的な市民として
の行動と、私的な個人としての行動が同時に内在化される特異とも言える思考構造
を持っていると言えよう。（ルソー 1966：241–243）。

 58 ダールは民主主義がもたらす望ましい結果として「暴政の回避」、「基本的権利」、
「自己の表出」、「人間の開発」などを挙げている。これらは再び遡及して民主主義
の維持と発展を支える要素であると考えられる。(Dahl 2000：45) 。

 59 詳細に関しては次の文献の当該箇所を参照の事。(Dahl 1971：4) 。
 60 本稿では名目 GDPと国民 1人あたり (per capital)の GDPの両方の成長率につい

て扱う事とする。
 61 ここにあげたファクター以外に、例えば「人権規範の浸透」、「投票率」、「マス・メ
ディアにおける表現の自由度」などが挙げられるであろう。

 62 シュムペーター，J. A. (1995)『新装版　資本主義・社会主義・民主主義』中山伊知
郎、東畑精一訳、東洋経済新報社、pp. 463–464.

 63 トッド，E.・クルバーシュ，Y. (2008)『文明の接近―「イスラーム vs西洋」の虚構』
石崎晴己訳、藤原書店、pp. 28–40.

 64 この問題は教育など広範なフィールドで注視されている。“Malala Yousafzai Nobel 

Peace Prize win reaction speech”. BBC News World. October 10, 2014. (http://www.
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